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<論文内容の要旨>
本論文の課題は、初めて教育法案が議会に提出された 19 世紀初頭以降、 1870 年に初等教育法が
制定されるまでのイギリス議会における教育立法活動を視野に入れつつ、その中核となった国家
の関与が、いつ、どの様な経緯で実現したのか、またその内容はどのようなものかを、イギリス
国民教育制度形成期を分析することによって解明することである。なお、対象地域はイングラン
ドに限定する。
本論文は、下記の通り、序論部分 4 章、本論部分 8 章、合わせて 12 章で構成されている。
序論第 l 章本論文における研究課題と研究視点
序論第 2 章 近世イギリス社会に潜在する組織関連諸要因
序論第 3 章 イギリス議会の議事資料と立法活動の諸形式
序論第 4 章 国民教育関連法案の模索と検討対象教育法案
本論第 l 章 ホイットブレッド下院議員提出の Parochial Schools Bi1 
本論第 2 章 議会による学校教育調査活動
本論第 3 章 ブルーム下院議員提出の Parish Schools Bi1 
本論第 4 章 ローパック下院議員提出の「教育決議案」
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本論第 5 章 教育費国庫補助金制度の成立過程
本論第 6 章 ブルーム卿上院 30 年代の議会活動
本論第 7 章 枢密院教育委員会の設置に関する議会審議過程
本論第 8 章 イギリス国民教育に関わる国家関与の構造
序論第 1 章では、近代国家の一般通念としてあり得る国家関与の変則性をめぐってテーマが設
定され、その具体相が論じられている。すなわち、代議体制下の近代国家の国民教育に関しては、
教育の基本法が議会で制定され、そこに示される関与方式に基づき、学校システム、統括(行政)
システム、資金供与(財政)システムが議会審議を通じて構築される。ところが 19 世紀イギリス
国民教育においては、議会制定法を欠いたまま、国王大権的な枢密院令でもって資金供与(財政)
システムが具体化され、次に学校システムが構築されるといった、いわば変則的過程を辿った。
こうした代議体制下の矛盾的行程を検証するために、序論部分において、イギリス近世社会の
英国国教会と非国教派間の宗派分裂状況を探り(序論第 2 章)、さらに上下二院制を採るイギリス
議会での立法活動の一般的形態とイギリス議会の議事記録システムを明らかにし(序論第 3 章)、
その中から、国民教育法案の確認と整理を行っている(序論第 4 章)。
次に、本論部分において、ホイットブレッド下院議員が 1807 年に提起した Parochial Schools 
Bill の審議過程を(本論第 1 章)、そして 1816 年から 1818 年まで、下院議会に設置されたブルー
ム下院議員提起の学校教育状況調査活動の動向と(本論第 2 章)、 1820 年に提起した Parish Schools 
Bill の審議過程を調べ(本論第 3 章)、当時の公教育制度構築に向けた独自の構想、と、これらの何
れも廃案となっていく議会審議における敗退要因を解明している。
さらに 1833 年の改革議会において提起されたローパック下院議員の世俗主義的な教育決議案が
議会に与えた深甚な影響下に(本論第 4 章)、同決議案の撤回の一方、イギリス議会史上初めて国
民教育に国庫補助金を支給しようとの政府提案がなされ、上院議長となっていたブルーム卿の協
力もあって、教育費国庫補助金制度となった 1833 年大蔵規定が枢密院令を背景に制定された(本
論第 5 章)。しかし教育費国庫補助金が国民教育協会と内外学校協会の二大学校協会による配分に
任されていたため、国家が宗派主義システムへの寄付金者名簿にその名を登録しただけとする世
俗主義派の批判は収まらず、教育費国庫補助金の公的管理を目指す数多くの議案提出が引き続い
た(本論第 6 章)。
1839 年、教育費国庫補助金の公的管理を業務とする枢密院教育委員会設置の提案が政府側から
なされた(本論第 7 章)。しかし、これもまた枢密院令を根拠とする政府提案であって、議会制定
法的議案で、はなかったために、議場に多くの反対論を巻き起こし、設置反対論は下院においては
僅差で破れたものの、上院において設置反対の「女王奏請案」が可決された。しかし、それへの
女王返書は、枢密院教育委員会の設置を擁護しており、ここに再び国王大権に基づく枢密院令に
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よる中央教育行政機関の確定を見ることになった。こうした本論各章での論証を踏まえて、ネガ
ティブな立法過程とポジティブな国王大権的枢密院令による方式が、国民教育制度形成期におけ
るイギリス国家関与の構造として結論づけられる(本論第 8 章)。
<論文審査の結果の要旨>
本論文は、世界に先駆けて議会制民主主義を発展させたイギリスにおいて、議会制定法を欠い
たまま国民教育制度が形成された理由を、教育におけるボランタリズムの意識構造に求め、そこ
への国家関与の態様を分析することによって明らかにしている。先行研究においては、イギリス
国民教育制度における国家関与の起源は、初等教育に関する最初の議会制定法である、 1870 年フォ
スター法に求められてきた。その後、 1833 年の国庫補助金制度の創設が、国家関与の開始として
支持されるようになった。しかしながら、何れの説もイギリス教育史上の事実を指摘するに止ま
り、その基底にある潜在的要因を解明するものではなかった。この課題を追究した本論文は、以
下の点において従来の研究を超える優れた成果をもたらしている。
第 l に、教育法案と議会議事録の系統的な分析による実証である。
この課題を解明するために筆者は、イギリス国民教育制度に関する法案が早くも 1807 年に提起
されたにも拘わらず、なぜ 60 年余り成立をみなかったのか、この間どのような教育論議がなされ
ていたのか、さらにどのような法形式で教育制度が整備されていったのかに着目した。そのため
の方法として、これまで審議過程で廃案とされた教育法案を一つ一つ丹念に拾い上げ、さらに議
会議事録においてその理由を精査するなかで敗退要因が分析されている。これは筆者自らの、全
23 巻におよぶ『近代英国教育審議集成』と、全 6 巻におよぶ『近代英国議会教育法原案集成』の
壮大な作業行程を経て実現されたものである。まずこの成果が特筆される。
第 2 に、イギリス国民教育の特殊性に係る基底要因の解明である。
教育法案が挫折した基底要因として、教育において国家関与を忌避する、ボランタリズムに立
脚する教育管理の宗派主義的志向が大勢を占めていたこと、またここには教育の提供を宗教団体
の専権事項とする、国に対する不作為請求の論理が強く働いていたことを明らかした。その上で、
1833 年国庫補助金交付の創設は、財政機能面から国が国民教育に関わったのであり、国に対する
不作為請求からの脱出を意味したこと、さらに 1839 年枢密院教育委員会の設立は、行政機能面か
らの国の関与であり世俗主義的志向を強める結果となったことを示した。加えて、この過程で関
わった、ホイッグ系急進派の先鋒、H.ブルームの学校調査活動、教育法案並びに決議案の提出に
注目し、その内容と意義を明らかにした。
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以上の史料分析と論証によって、議会におけるネガティブな法制定の動きと政府におけるポジ
ティブな国王大権による枢密院令体制のもとで、固に対する宗派主義による不作為請求が打破さ
れたとの結論を導いた。この結論は、イギリス教育制度史研究や公教育政策研究に新たな知見を
与えたものと高く評価できる。
残された課題として、同時期、義務教育法の規定に間接的な影響をおよぼした工場法や救貧法
の関連規定と教育法案との相関関係についてのさらなる分析が必要となる。
総じて本論文は、イギリス教育制度に関する公的史料の体系的な収集と整理、その史料の精査、
論証の過程は堅実であり、オリジナルな研究論文となり得ている。
よって、本論文は博士(教育学)の学位論文として合格と認める。
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